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平成２７年１２月１６日（水） 

国土交通省関東地方整備局企画部 

（東京都市圏交通計画協議会※事務局） 

記  者  発  表  資  料 

 

東京都市圏の望ましい物流の実現に向けた提言を公表します 
「大規模で広域的な物流施設の立地支援」や「大規模災害時にも機能する 

物流システムの構築」などを盛り込んだ新たな提言をまとめました 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 

発表記者クラブ 

竹芝記者クラブ、茨城県政記者クラブ、栃木県政記者クラブ、刀水クラブ・テレビ記者会、埼玉県政記者クラ

ブ、千葉県政記者会、都庁記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、神奈川建設記者会、横浜市政記者会、横浜ラ

ジオ・テレビ記者会、川崎記者クラブ、相模原記者クラブ、千葉市政記者会、さいたま市政記者クラブ 

問い合わせ先 

［東京都市圏交通計画協議会  事務局］                      
国土交通省 関東地方整備局 企画部 広域計画課     TEL 048-600-1330 

課長 近藤
こんどう

 雅弘
まさひろ

    課長補佐 山中
やまなか

 直人
なおと

 

東京都市圏交通計画協議会※では、総合的な都市交通計画を検討するため、平成２５～２６年度に「第

５回東京都市圏物資流動調査」を実施し、物流の実態把握等を行いました。 

本調査の結果から、大規模で広域的な物流施設の需要や老朽化対策、大規模災害時にも人々の生活や

産業活動を支える物流網の必要性など、新たな対策が求められることがわかりました。（Ｐ２参照） 

定量的なデータに基づき、東京都市圏において都市交通計画の観点から取り組むべき物流施策を掲げ

た「東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて」及び、まちづくりと端末物流対策を一体的に取り組む

ことを提案した「端末物流対策の手引き ～まちづくりと一体となった物流対策の推進～」をとりまとめま

した。今後、関係部局等と連携を図りながら物流施策に取り組んでまいります。 

 

＜参考資料＞ 

・資料１「東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて」（概要版） 

・資料２「端末物流対策の手引き～まちづくりと一体となった物流対策の推進～」（概要版） 

・資料３「東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて「基本方針」(案)」の 

パブリックコメント結果について（概要版） 

 

 詳細版及び主な調査データは東京都市圏交通計画協議会ホームページよりご覧いただけます。 

 【東京都市圏交通計画協議会ホームページ】 http://www.tokyo-pt.jp/  東京ＰＴ   で検索 

 

※東京都市圏交通計画協議会とは、 

 東京都市圏における総合的な都市交通計画の推進に資することを目的として、昭和 43 年に発足した協議会です。 

【構成団体】 

国土交通省関東地方整備局、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市、

独立行政法人都市再生機構、東日本高速道路株式会社関東支社、中日本高速道路株式会社東京支社、首都高速道路株式会社 
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メッシュ
の凡例

物流施設の
立地ポテンシャル

65以上

60以上65未満

57以上60未満

高速道路（平成25年10月時点）
高速道路（事業中）

一般国道（平成25年10月時点）

□ 震度４以下

■ 震度５弱

■ 震度５強

■ 震度６弱

■ 震度６強

■ 震度７

高速道路（平成25年10月時点）

■調査結果からわかった主な内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5% 48% 27% 13% 7%
1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

立地場所の

想定震度別の

物流施設の割合

（事業所数の割合）

震度7 震度6強 震度6弱 震度5強 震度5弱 震度4

12% 19% 24% 21% 24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

想定震度６強以上の

エリアの物流施設の

建設年代構成比

1969年以前 1970～1979年 1980～1989年 1990～1999年 2000年以降

東京都市圏内の物流施設で新設･移転の意向をもつ

企業は全体の約２割。東京湾沿岸の臨海部、外環道･圏

央道･北関東道といった高速道路沿線等の地域の需要

が高い。 

物流施設が立地しやすい場所を推計するモデルを用

いて、物流施設の立地ポテンシャルを推計。 

市街化調整区域等のうち、立地ポテンシャルが高く

推計されたエリアは、郊外部の高速道路沿線等を中心

に分布しており、計画的な土地利用が必要。 

【物流施設の立地ポテンシャルが高く推計された 

市街化調整区域及び非線引き白地地域】 

【企業における物流施設の新設･移転･統廃合の意向】 

【物流施設の新設･移転先として希望が多い地域】 

※１平方キロ内の 75%以上が 

市街化調整区域若しくは 

非線引き白地地域のエリア 

のみを対象に作成。 

首都直下地震（ここでは都心南部直下地震）の想定最大震度が６強以上の市区町村内に現在立地している物流

施設は東京都市圏全体の約５割。こうした物流施設のうち、概ね３０年以上前の古い耐震基準の時代に建設され

た施設が約３割超を占めており、耐震化、老朽化対策の必要性が高い。 

資料:都道府県･市町村毎の想定最大震度（都心南部直下地震） 

(中央防災会議首都直下地震モデル検討会；内閣府） 

（平成２５年１０月調べ） （平成２５年１０月調べ） 

（平成２５年１０月調べ） 

高速道路
（平成25年10月時点）

エリア内への物流施設の新設･移転
を希望する企業数（延べ数）
■ 1～4企業
■ 5～9企業
■ 10～14企業
■ 15～19企業
■ 20企業以上
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（１）「東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて」について 

「第５回東京都市圏物資流動調査」（以下「本調査」）の実施及びデータの解析・検討にあたっては、

本協議会の構成団体に学識経験者と国の関係部局を加えた「東京都市圏総合都市交通体系あり方検討

会」（座長：兵藤哲朗東京海洋大学教授）を設置し、本調査結果をもとに都市交通計画の観点から東京

都市圏で取り組むべき物流施策について検討してきました。また、東京都市圏で取り組むべき物流の

目標とこの目標を実現するための物流施策について、平成２７年８月にパブリックコメントを実施し、

広く一般からの意見をうかがいました。 

「東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて」は、東京都市圏の物流の現状と課題を把握するため

の「事業所機能調査」、補完調査として企業戦略や行政に対する期待等を把握するための「企業アンケ

ート調査」などの調査結果、パブリックコメントで寄せられたご意見（資料３※参照）をもとに、東京

都市圏において都市交通計画の観点から取り組むべき物流の３つの目標と、５つの施策の方向性及び

個々の物流施策を掲げたものです。（資料１※参照） 

※資料１（概要版）及び資料３（概要版）の詳細版については協議会ホームページに掲載 

 

（２）「端末物流対策の手引き ～まちづくりと一体となった物流対策の推進～」について 

  「人」と「物」の両方が集中する中心市街地においては、最終的な到着地に届けられる物流（端末 

物流）対策も含めた総合的なまちづくりが必要です。 

本協議会では東京都市圏で取り組むべき施策の１つとして、中心市街地におけるまちづくりと端末 

物流対策とを一体的に取り組むことを提案しています。 

このため、端末物流対策の普及推進を図る目的で、端末物流対策の立案やその実施のための体制・ 

組織づくり等の方法について、端末物流対策に取り組む主体である地方公共団体などが活用できるよ

うに、「端末物流対策の手引き～まちづくりと一体となった物流対策の推進～」としてとりまとめまし

た。（資料２※参照） 

※資料２（概要版）の詳細版については協議会ホームページに掲載 

 

（３）調査データの公表について 

本調査の調査結果から、地域ごとの物流施設など事業所の立地件数、物流の発生量・集中量、地域

間の物資の流動量、アンケート結果による企業の物流に対する意向など、東京都市圏の物流の現状を

とらえることができます。 

これらのデータを多くの方々に幅広くご利用いただくため、第５回東京都市圏物資流動調査の主な

調査データを利用者が加工可能な形式で本協議会ホームページで公表しています。 

【東京都市圏交通計画協議会ホームページ】 http://www.tokyo-pt.jp/  東京ＰＴ   で検索 

 

（４）物流施策の推進に向けて 

今後、本協議会の構成団体は、地域特性に応じそれぞれの立場から、関係部局等と連携を図りなが

ら「東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて」に掲げた物流施策に取り組んでまいります。 

また、本協議会においては、協議会と構成団体の物流への取り組みを紹介する「シンポジウム」の

開催を予定しております。詳細については別途発表します。 

参考資料 



実態調査 本体調査

補完調査

＜企業アンケート調査＞

＜貨物車走行実態調査＞

＜端末物流調査＞

＜事業所機能調査＞
物流に関連する施設を「事業所」という単位で捉え、個々の事業所について、
物流機能、立地特性、発生集中量、搬出先･搬入元といった基礎的な情報を
把握することを目的に実施

※調査対象：調査票を約14万事業所に配布し、約4万4千事業所より回収

＜企業ヒアリング調査＞

物流施設や物流活動の実態･今後の意向、物流に関する企業戦略などを
アンケートにより調査

物流施設や物流活動の実態や今後の意向、物流に関する企業戦略などを、
東京都市圏で物流活動を大規模に展開している大企業や関連団体等へ
のヒアリングにより調査

プローブデータ等を活用し、主に国際海上コンテナ積載車両等を含む大型
貨物車を対象に、貨物車走行ルートの実態を調査

東京都市圏内の都県･政令市ごとに1箇所ずつ計12地区を選定※し、当該
地区内の端末物流の実態等を調査
※調査対象地区

川崎駅東口地区、千葉市富士見地区、大宮駅周辺地区、高崎駅西口地区、東武宇都宮駅東口地区、船橋
駅南口地区、相模大野駅北口地区、水戸市国道50号沿南町地区、熊谷駅北口地区、横浜市元町地区、横
須賀中央駅周辺地区、六本木地区

※調査対象：調査票を約5万9千事業所に配布し、約1万9千事業所より回収

※運輸業、荷主、物流不動産業等の約40企業（業界団体含む）に調査を実施

※運輸事業者が所有する大型貨物車等にGPS機器を設置し、約1,900台日分のプローブデータを収集、等

１．東京都市圏交通計画協議会における取組

※ 東京都市圏交通計画協議会
東京都市圏内の都県・政令市及び関係機関が相互に協力・調整
し、東京都市圏における総合的な都市交通計画の推進に資する
ことを目的に活動を行う組織

※ 東京都市圏交通計画協議会の構成団体
国土交通省関東地方整備局、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、
千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま
市、相模原市、独立行政法人都市再生機構、東日本高速道路株
式会社、中日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社

● 東京都市圏交通計画協議会（以下、本協議会）※は、人の行動を調査するパーソントリップ調査を昭和43年、物の動きを
調査する物資流動調査を昭和47年からそれぞれ約10年ごとに実施し、調査により得られた定量的なデータに基づく科学
的な解析を通じ、人と物の両面から東京都市圏における総合的な都市交通計画の方向性を提言してきました。

● 本協議会は平成25～26年度に東京都市圏では第５回目となる「物資流動調査」を実施しました。同調査から把握した東
京都市圏における物流の現状や課題等を踏まえ、東京都市圏における物流からみた望ましい都市交通体系を実現する
ための３つの目標、それを実現するための取り組むべき５つの物流施策を検討し、この度、『東京都市圏の望ましい物流の
実現に向けて』にとりまとめました。

① 『東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて』とは

② 第５回東京都市圏物資流動調査の概要

● 東京都市圏における物流を含めた広域的かつ総合的な都市計画及び交通計画の策定のため、東京都市圏の物流の実
態を正確に把握することを目的に、第５回東京都市圏物資流動調査（以下、本調査）を実施しました。

● 本調査は、本体調査である事業所機能調査と、複数の補完調査から構成されています。

【本体調査（事業所機能調査）】
東京都市圏の物流の実態に関する基本的情報（物流施設の立地場所・保有機能、発生集中量、搬出先・搬入元など）
を得るために実施（約14万事業所に調査を実施し、約４万４千事業所より回収）

【補完調査】
物流施策の検討の際に、物流実態や物流課題の解明のための補完情報を得ることを目的に、企業アンケート調査、企
業ヒアリング調査、貨物車走行実態調査、端末物流調査を実施

● 本調査では、過去の調査対象圏域（東京都（島しょ部除く）、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城南部）に茨城中部、栃木
南部、群馬南部を加え、調査を実施しました。

第５回東京都市圏物資流動調査で新たに追加された圏域

【第５回東京都市圏物資流動調査の調査体系】

【東京都市圏交通計画協議会のこれまでの調査の実施経緯】

【第５回東京都市圏物資流動調査で
対象とした東京都市圏の範囲（着色部）】

「東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて 」（概要版） 資料１
（「詳細版」については東京都市圏交通計画協議会ＨＰにて公表しています）
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69%

70%

64%

69%

68%

31%

30%

36%

31%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京湾沿岸の臨海部
(N=4,200)

外環道沿線及びその内側

(N=2,500)

圏央道沿線

(N=3,400)

北関東道沿線

(N=1,600)

東京都市圏全域

(N=18,400)

1999年以前開設 2000年以降開設

（事業所数の割合）

２．東京都市圏における物流の実態

● 事業所機能調査で把握された事業所の立地分布を施設種類別にみると、物流施設、工場など物流を発生させる施設は
東京都市圏全体に広く分布していることが確認されました。

① 物流施設の立地状況

【事業所機能調査で把握された施設種類別の事業所の立地分布】

＜物流施設系の機能を有する事業所 ＞ ＜工場系の事業所＞ ＜事務所施設・店舗・飲食店系の事業所＞

【東京都市圏に立地する物流施設のエリア別の特徴】

約4,600サンプル 約17,000サンプル 約20,000サンプル

【地域別にみた物流施設の開設年代構成比】

資料：第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査）

資料：第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査）

● 東京都市圏において、物流施設は、東京湾沿岸の臨海部に最も集積していますが、2000年以降は圏央道沿線等への物
流施設立地の郊外化が進んでいます。

● 東京都市圏の物流施設は地域別に異なる特徴を有しています。東京湾沿岸の臨海部は港湾・空港への近さから「国際
物流」を扱う物流施設、外環道沿線及びその内側は都心への近さから「生活関連品の都市内配送」を扱う物流施設、圏
央道沿線は土地の確保しやすさから「機械工業品･日用品等」を扱う大規模な物流施設、北関東道沿線も土地の確保し
やすさから「機械工業品･食料品等」を扱う物流施設が多く立地しています。

※物流施設系の機能を有する事業所：
・運輸業、製造業、卸売業、小売業・飲食店、サービス業のうち、倉庫、集配送センター、荷捌き場、貯蔵タンク、トラックターミナル、その他の輸送中継施設等の機能を有する事業所

※
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【エリアの定義】
東京湾沿岸の臨海部：

京浜港周辺に位置する市区より設定

外環道沿線及びその内側：
東京都北部から埼玉県南部にかけて工業系用途地域が多く設定されている
エリアより設定

圏央道沿線：
圏央道が通過する市区町村を基本に設定※

北関東道沿線：
北関東道および東水戸道路が通過する市区町村を基本に設定※

※インターチェンジから概ね2km圏にかかる市区町村も含めて設定。
圏央道は未供用区間も含めて設定。

資料：第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査）
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N=14,700 事業所数の割合

● 事業所機能調査で把握された物流施設の建設年次をみると、東京都市圏の物流施設は約３割が1970年代以前に建設
された古い施設であり、東京湾沿岸の臨海部や東京都北部から埼玉県にかけての外環道周辺の地域等に多く立地してい
ます。

● 建設年次が古い物流施設ほど、複数機能を有する物流施設である割合が低く、物流機能の高度化など近年の動向に対
応していない施設が多い可能性が示唆されています。

② 物流施設の老朽化の実態

【物流施設の建設年代構成比】

10%

13%

26%

32%

50%

43%

14%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1979年以前建設

（N=4,080）

1980年以降建設

（N=10,640）

集配送・保管・流通加工の

３機能を保有

集配送・保管・流通加工

のうち２機能を保有

単機能を保有 その他

（事業所数の割合）

【建設年代別にみた物流施設の保有機能の構成比】

資料：第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査）

【1979年以前に建設された物流施設数の割合】

● 事業所機能調査で把握された物資流動の輸送手段構成をみると東京都市圏内の物流の９割強、東京都市圏外との物流
の６割弱が貨物車です。事業所に出入りする貨物車の大きさをみると、最大積載重量10トン超の貨物車の構成比が10年
間で増加しており、大型貨物車に対するニーズが高まっていることが確認されています。

● 貨物車走行実態調査で把握された大型貨物車等の輸送経路をみると、東京都市圏内においては、高速道路や一般国道
といった幹線道路を中心に、環状方向や放射方向の道路が多く利用されています。また、一部の一般都県道や市区町村
道等においても走行が確認され、生活環境への影響が懸念されます。

③ 貨物輸送の実態

資料：第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査）

高速道路（平成25年10月時点）
一般国道（平成25年10月時点）

5kmメッシュ内に
物流施設が20件
以上立地している
エリアにおける
1979年以前に建設
された物流施設数
の割合

1～20％未満
20～30％未満
30％以上

資料：第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査）

19%

25%

14%

17%

29%

31%

37%

28%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１５年

平成２５年

最大積載重量
10t以上

最大積載重量
4t以上10t未満

最大積載重量
2t以上4t未満

最大積載重量
2t未満

最大積載重量
10t超

最大積載重量
4t超10t以下

最大積載重量
2t超4t以下

最大積載重量
2t以下

2003年

2013年

【走行経路の内訳】

高速道路
22%

都市高速
14%

一般国道
32%

主要地方道

14%

一般都道府県道

5%

指定市の

一般市道

1%

その他道路

12%

道路種別

走行割合

【貨物車の搬出入時台数の最大積載重量別構成比】

【生活道路を走行する貨物車の走行経路の例】

資料：第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査）

【東京都市圏における物資流動の輸送手段構成（重量ベース）】

資料：第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査）

・大型貨物車を所有する東京都市圏内の一部の運輸事業者に依頼し、国
際海上コンテナを積載した車両（84台）及び最大積載重量が10t超の車両
（188台）にGPS計測器を設置し走行経路を計測
・2014年10月～11月のうち1台あたり概ね１週間計測し収集した走行経路
データをもとに作成

外環道

東京都

埼玉県

千葉県

6 資料：第５回東京都市圏物資流動調査（貨物車走行実態調査）



14% 22% 33% 31%

凡例

構成比

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東日本大震災以前

より取組を実施して

いる

東日本大震災後

に新たな取組を

実施している

取組を検討中

現時点では取組を

実施・検討していな

い

サンプル数：約270企業

⑤ 東京都市圏における近年の物流を巡る動き

● 企業ヒアリング調査からも、東京都市圏で近年新たにみられている物流を巡る動向として、以下が把握されています。
・Eコマース市場の拡大に伴い、通販商品を扱う大規模な物流施設の立地や、宅配など貨物車による小口多頻度輸送の
必要性が高まっています。
・トラックドライバー不足を背景に、貨物の積替やドライバーの休憩･休息・交代が可能な輸送中継施設の立地や、貨物車
台数を削減するための車両の大型化や積載効率の向上、モーダルシフト等が重要となっています。
・東日本大震災を踏まえ、災害時にも機能する物流システムを構築するべく、物流施設の分散立地や内陸移転、代替
輸送経路の検討を行う企業が見られます。
・東京湾沿岸の臨海部等において物流施設の老朽化が進み、企業では物流施設の建替･機能更新の意向も確認されて
います。

【第５回東京都市圏物資流動調査（企業ヒアリング調査）から把握された近年の物流を巡る動向】

資料：第５回東京都市圏物資流動調査（企業ヒアリング調査）

● 企業アンケート調査によると、東京都市圏内で物流を扱う企業の７割弱が、東日本大震災の教訓等を踏まえ、防災に関
する物流の取組を実施･検討していると回答しています。

● 東京都市圏にて懸念される災害の１つである首都直下地震（ここでは都心南部直下地震）の震度想定をみると、東京都
市圏の広い範囲で震度６強以上の強い揺れが想定されています。事業所機能調査によると、想定最大震度が６強以上
の市区町村内に現在立地している物流施設は東京都市圏全体の５割近くを占めており、首都直下地震の発生により影響
を受けると懸念される物資流動量は小さくなく、同地震は物流を通じて都市圏内外の消費・産業活動に影響を及ぼす可
能性が示唆されます。

④ 防災の面からみた物流の実態

※第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査）をもとに、首都直下地震（都心南部直下地震）の想定最大震度が
６強以上の市区町村に立地する物流施設を出入りする貨物車の台数を集計して作成

資料：第５回東京都市圏物資流動調査（企業アンケート調査）

【東日本大震災を踏まえた企業の防災に
関連した物流の取組の実施･検討状況】

資料:都道府県･市町村毎の最大震度の表
（中央防災会議首都直下地震モデル検討会；内閣府）

【首都直下地震（都心南部直下地震）による想定最大震度が
６強以上のエリアに立地する物流施設の割合】

資料：第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査）

5% 48% 27% 13% 7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全物流施設

（N=19,200）

（事業所数の割合）

震度7 震度6強 震度6弱 震度5強 震度5弱 震度4

【首都直下地震（都心南部直下地震）の想定最大震度６強以上のエリア内の物流施設を経由する貨物車の台数（平常時）】

□ 震度４以下

■ 震度５弱

■ 震度５強

■ 震度６弱

■ 震度６強

■ 震度７

高速道路（平成25年10月時点）

一般国道（平成25年10月時点）

配置再編 物流コスト削減への要請

消費者ニーズへの対応

トラックドライバーの不足

災害時の対応

在庫圧縮

ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

Ｅコマースへの対応

集約・統廃合

新規立地

通販関連商品の集配送拠点

中継・積替拠点

高機能化・
多機能化

大型化

賃貸化

建替・機能更新 国際化への対応

臨海部等の老朽化施設の機能更新

免震・耐震化

物流を巡る近年の動向物流施設の立地 物資の輸送

車両の大型化

国際海上ｺﾝﾃﾅ車

大型貨物車利用

高速道路利用

小口多頻度輸送

モーダルシフト

災害時の代替経路災害リスク分散
分散立地・
内陸移転

最大震度６強以上が
想定されている地域

4.6万台/日 6.4万台/日

10.2万台/日
平常時に域外から域内の
物流施設へ搬入されてい
る貨物車の台数

平常時に域内の物流施
設から域外へ搬出されて
いる貨物車の台数

平常時に域内の物流施設と
域内の各施設間で搬出入さ
れている貨物車の台数

エリア内の物流施設を経由する
貨物車の動き

想定震度６弱以下のエリアの物流施設等 想定震度６弱以下のエリアの物流施設等

物流施設

想定震度６強以上のエリアの物流施設等
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● 東京都市圏の物流の現状や物流を巡る近年の動きを踏まえ、物流からみた東京都市圏の望ましい都市交通体系を実現
するために、次の３つの目標を設定し、目標を達成するため、５つの方向性に沿った東京都市圏で取り組むべき物流施策
を提言します。

３．都市･交通からみた東京都市圏の物流の目標と取り組むべき施策の方向性

【物流からみた東京都市圏の望ましい
都市交通体系を実現するための３つの目標】

Ⅲ.物資輸送の効率化と 都市環境の改善の両立

Ⅳ.まちづくりと一体となった 端末物流対策の推進

Ⅱ.居住環境と物流活動のバランスを考慮した都市機能の適正配置の推進

Ⅰ.臨海部や郊外部における大規模で広域的な物流施設の立地支援

Ⅴ. 大規模災害時も機能する 物流システムの構築

■国際競争力の維持・向上を支える物流の実現
（⇒ 施策Ⅰ, Ⅲ, Ⅴ）

■産業や経済活動を支える物流の実現
（⇒ 施策Ⅰ, Ⅲ, Ⅴ）

目標１：東京都市圏の
活力を支える物流の実現

■豊かなくらしを支える物流の実現
（⇒ 施策Ⅰ,Ⅱ, Ⅲ, Ⅳ）

■災害時にも安心な物流の実現
（⇒ 施策Ⅰ, Ⅲ, Ⅴ）

目標２：豊かで安全・安心な
くらしを支える物流の実現

■魅力のある都市の実現
（⇒ 施策Ⅰ,Ⅱ, Ⅲ, Ⅳ ）

■環境にやさしい物流の実現
（⇒ 施策Ⅱ, Ⅲ, Ⅳ ）

目標３：魅力ある都市と
環境にやさしい物流の実現

施策Ⅰ 臨海部や郊外部における大規模で広域的な物流施設の立地支援

①郊外部の高速道路IC近傍等への物流施設の立地支援

③老朽化した物流施設の建替・更新支援

②市街化調整区域等における物流施設立地のコントロール

◯ 高速道路IC近傍、幹線道路沿道等の土地利用上合理的なエリアでの用途地域指定や地区計画など都市計画手法による土地利
用変更、土地区画整理事業を用いた物流施設の立地誘導

◯ 工業団地など既存の産業系用地の活用による物流施設の立地用地の提供

◯ 土地利用上合理的なエリア以外の市街化調整区域等における無秩序な物流施設の立地抑制

◯ 老朽化物流施設の共同建替・更新支援
◯ 老朽化物流施設が多く立地するエリアでの計画的かつ一体的な機能更新による拠点再編

東京湾沿岸の臨海部や、郊外部の高速道路IC近傍等には、大規模で広域的な物流施設の立地需要が存在しています。こうした
立地需要に対応するとともに、郊外部では市街化調整区域等における物流施設のバラ立ちを抑制し、臨海部等では老朽化した
物流施設の機能更新を適切に進めていくため、東京都市圏で取り組むべき施策として、以下の施策を提案します。

【目標を達成するための５つの施策の方向性】
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東京湾沿岸の臨海部等
（老朽化した物流施設の建替・更新支援）

郊外部（圏央道沿線、北関東道沿線等）
（大規模で広域的な物流施設の立地支援
／市街化調整区域等における立地ｺﾝﾄﾛｰﾙ）

※大規模な物流施設：
物流施設が存在しており敷地面積3,000㎡以上の事業所

1999年以前に開設した物流施設
2000年以降に開設した物流施設

高速道路（H25年10月時点）



施策Ⅱ 居住環境と物流活動のバランスを考慮した都市機能の適正配置の推進

①物流機能を確保すべき地域における土地利用の混在問題発生の未然回避

◯ 都市計画マスタープランへの物流機能を確保すべきエリアの位置付け
◯ 用途地域指定、地区計画など都市計画手法を用いた住宅立地抑制による混在問題発生の未然回避

②既に土地利用の混在が発生している地域での問題の解消・軽減

◯ 土地利用の混在が生じている地域からの物流施設移転に向けた受け皿の確保
（混在の危険のない郊外部の高速道路IC近傍等への物流施設の移転）

◯ 物流施設と住宅が共存するための周辺環境への配慮

臨海部の準工業地域・工業地域のほか、郊外部の工業専用地域周辺でも物流施設と住宅の土地利用の混在が発生し、物流施
設にとっては操業環境、住民にとっては住環境の悪化といった問題が生じています。臨海部や郊外部の高速道路IC近傍など物
流機能を確保すべき地域では混在を回避し、既に混在が生じている地域では問題を軽減・解消するため、東京都市圏で取り組
むべき施策として、以下の施策を提案します。

施策Ⅲ 物資輸送の効率化と都市環境の改善の両立

①大型貨物車に対応した物流ネットワークの形成による物資輸送の効率化

②大型貨物車の走行適正化による生活環境・都市環境の改善

サプライチェーンのグローバル化やドライバー不足等を背景に、大型貨物車に対するニーズが高まるなか、東京都市圏では
、大型貨物車に対応した物流ネットワークが十分に形成されていない地域を中心に、大型貨物車の走行上の課題や住宅地
等への流入が発生しています。こうした状況を踏まえ、東京都市圏で取り組むべき施策として、以下の施策を提案します。

地域の生活道路
• 住宅地や市街地へアクセスする道路
• 沿道環境等を踏まえて、人の交通と物の交通の「分離」を図る

地域の主要な物流ネットワーク

• 基幹的な物流ネットワークを補完して、物流拠点間の大型貨物車輸送
を支える道路（物流拠点へのアクセス道路も含む）

• 道路構造等の適した道路から、物流上重要な道路を「選択」し、人の
交通との「共存」を図る

基幹的な物流ネットワーク

• 物流拠点間の大型貨物車輸送を高いサービスレベルで支える道路
（物流拠点へのアクセス道路も含む）

• 人の交通との「共存」を図る

◯ 首都圏三環状等の基幹的な道路網、主要な物流拠点へのアクセス道路など、物流拠点間の円滑な大型貨物車輸送
を支える物流ネットワークの整備・強化

◯ 大型車誘導区間や重さ指定道路といった物流ネットワークの拡充と更なる活用促進

◯ 地域の生活道路へ流入する大型貨物車を、大型車誘導区間や重さ指定道路等を中心とした物流ネットワークへ誘導

◯ 地域からの強い要望などの社会的要請や、地域を通過する物流の状況などを踏まえ、関係機関等と連携した流入抑
制・速度抑制の実施
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施策Ⅳ まちづくりと一体となった端末物流対策の推進

①荷さばきスペースの確保などの端末物流対策の推進

②まちづくりにおける端末物流対策の位置づけの明確化

◯ 建物内外での荷さばき配送実態に即した荷さばきスペースの確保や既存駐車場等の活用
◯ 共同配送や荷さばき時間帯の分離など荷さばきルールの設定

◯ 中心市街地等のまちづくりにおいて、端末物流対策を明確に位置付け、一体的に取り組むことで、安全・快適で活力
あるまちを実現

③「端末物流対策の手引き」の作成と端末物流対策の啓発

◯ 東京都市圏交通計画協議会において、ケーススタディを行った１２地区注）の実態調査結果やこれまでの社会実験
等の事例をもとに、まちづくりの方向性に応じた端末物流の取り組み方法を指針としてまとめ情報提供
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商業･業務･文化･娯楽など様々な機能が集積し、多くの物流が集中する中心市街地においては、荷さばきスペースの不足
により貨物車の路上駐車が発生し、バスの走行阻害、歩行者や自転車の安全性低下等の問題が発生しています。こうした
状況を踏まえ、中心市街地における商業者等の端末物流に対する意識を高めながら、端末物流対策を実現するために、
東京都市圏で取り組むべき施策として、以下の施策を提案します。

施策Ⅴ 大規模災害時も機能する物流システムの構築

◯郊外部の高速IC近傍等における物流施設立地支援を通じた災害に強い物流拠点の形成

◯防災上重要な物流施設等の機能更新と耐震性強化

◯災害時のサプライチェーンを支える環状道路等の主要幹線道路ネットワークの整備

◯災害時に支援物資を円滑に輸送するための広域バックアップ体制と被災地へのアクセスを支える主要幹線道路網の
リダンダンシー確保

①防災の観点から立地需要のある郊外部等への物流施設の立地支援

③災害時のサプライチェーン・支援物資輸送を支えるネットワーク構築

②物流施設等の防災機能強化の支援

首都直下地震などの大規模災害の発生時にも、人々の生活や都市圏内外の産業活動を支えるための物流網が途絶しない
よう、災害に強い物流拠点やネットワークの形成を図ることが重要です。こうした状況を踏まえ、東京都市圏で取り組むべき施
策として、以下の施策を提案します。
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⑦横持ち搬送路の
    確保・段差の解消

端末物流施策

貨物車の路上駐車に
対する施策

横持ち搬送に
対する施策

縦持ち搬送に
対する施策

空間的な
分離

時間的
な分離

⑧横持ちの共同化⑥荷受けの共同化

⑤貨物車駐車のタイム
   シェアリング

端末物流対策に関連する事業

①附置義務荷さばき
　 駐車場

②ポケットローディング等
　 整備

④路上荷さばきスペース
   の確保

③公共駐車場等の整備に併
  せた荷さばきｽﾍﾟｰｽの確保

まちの基盤づくり  地区交通施策

　　街路の整備ｃ

　　交通結節点の整備ｂ

　　土地区画整理事業ａ

　　ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟｰｸの整備ｋ

自転車ネットワーク
の構築

ｊ

　　商店街のモール化ｉ

　　公共駐車場の整備ｈ

　　駐輪場の整備ｇ

　　バリアフリー化ｆ

　　地区内の渋滞対策ｅ

　　市街地再開発事業ｄ

公共交通の利用促
進策

ｌ
⑬共同集配
   （施設の整備）

⑨縦持ち搬送路の確保

需要の
抑制

⑩縦持ちの共同化

貨物車需要に
対する施策

⑪
貨
物
車
走
行
ル
ー
ト
の
指
定

⑫
貨
物
車
等
の
面
的
な
流
入
規
制



４．物流施策の推進に向けて

① 物流施策の推進に向けて

● 本提言では、東京都市圏都市圏全体の広域的な観点に基づいて施策の方向性を取りまとめていますが、今後、本協議
会の構成団体においては、その地域特性等に応じてそれぞれの立場から物流施策への取組を行っていくことが必要です。

● その際には、物流以外の都市機能との関係も考慮して、物流施策を都市計画マスタープランや都市交通戦略等の計画に
位置づけるとともに、都市行政に係る幅広い部局、産業振興部局、社会基盤整備に係る部局、交通行政に係る部局等と
連携を図りながら、物流施策を推進していくことが重要です。

② 物流施策推進のための今後の活動

● 物流に関する都市計画および交通計画上の課題の把握や物流施策の検討にあたっては、客観的なデータに基づく解析
と考察が必要です。本協議会では、東京都市圏物資流動調査データの提供を積極的に進めていきます。また、ホーム
ページにおいて、物資流動量などの基礎集計結果を加工可能な形式で公表していきます。

● 本協議会では、東京都市圏の都市交通計画に関わる調査・検討結果等について、ニューズレターの発行やシンポジウム
の開催、「端末物流対策の手引き」の説明会、ホームページなどを通じて、広く一般に広報するなどの活動を積極的に進
めていきます。

【施策の実施により期待される効果】
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施策Ⅱ.居住環境と物流活動のバランスを考慮した都市機能の適正配置の推進

○土地利用の混在回避・軽減による、物流施設の良好な操業環境が確保

○良好な居住環境の確保･維持による、安全で快適なくらしの実現

施策Ⅰ.臨海部や郊外部における大規模で広域的な物流施設の立地支援

○国際物流の効率化･高度化による、国際競争力の維持･向上

○消費者に生活関連品等が適切に届けられることによる、豊かなくらしの実現

○物流施設のバラ立ちを抑制することによる、都市環境の保全

施策Ⅲ.物資輸送の効率化と 都市環境の改善の両立

○商品･製品が消費者に適正な価格で届けられることによる、豊かなくらしの実現

○住宅地等へ流入する大型貨物車等の減少による、居住環境、都市景観、交通安全などの改善

施策Ⅳ.まちづくりと一体となった 端末物流対策の推進

○地区のアクセス性や回遊性･移動性の向上による、中心市街地の魅力が高まり、賑わいの創出

施策Ⅴ. 大規模災害時も機能する 物流システムの構築

○大規模災害時にも支援物資を含む生活関連品等が適切に届けられることによる、安全・安心の確保



１．「端末物流対策の手引き」のねらいと対象

①手引きのねらい

②手引きの対象

●「人」と「物」の両方が集中する中心市街地においては、最終的な到着地に届けられる物流(端末物流)対策も含めた総
合的なまちづくりが必要です。

●端末物流対策の普及促進を図るため、端末物流対策の立案やその実施のための体制・組織づくり等の方法について、
実態調査に基づく検討結果や既存の物流対策に関する事例などから体系的に整理し、「端末物流対策の手引き
～まちづくりと一体となった物流対策の推進～」としてとりまとめました。

●主に、行政のまちづくり・交通計画の担当者、まちづくりを進めるＮＰＯや商店会等のまちづくりに携わる団体、端末物
流対策を進める上で必要不可欠な役割を担う大規模開発業者、商業者及び運送事業者等を対象に作成しました。

２．端末物流対策による期待される効果

●中心市街地で発生している端末物流（貨物車の集中、貨物車の路上駐車、横持ち搬送、縦持ち搬送）と他の交通の混
在による問題を改善することにより、来街者だけではなく、運送事業者や商業者などに対しても効果が期待されます。

３．「端末物流対策の手引き」の構成

参考資料編

本 編 調査・分析編

荷さばき施策事例編

●端末物流対策の総論については『本編』を、調査の具体的
な企画・分析方法は『調査・分析編』を、より具体的な荷さば
き施策事例は、『荷さばき施策事例編』にまとめています。

＜期待される効果＞
ａ）中心市街地の魅力・活力の向上
・地区へのアクセス性の向上や地区内の回遊性･移動性が向上することによ

り、中心市街地の魅力が高まり、賑わいが創出されます。また、大規模商業
施設や店舗間の回遊性が向上し、来街者数の増加が期待されます。
⇒中心市街地の魅力・活力の向上

ｂ）中心市街地の都市環境の改善
・貨物車と乗用車、バス等の混在の回避や、貨物車交通の需要が抑制される

ことにより、地区の交通混雑が緩和します。また、配送にかかる時間が短縮
し、効率的に配送できるようになります。
⇒だれもが集まりやすい中心市街地の形成

・端末物流と歩行者の混在を回避することで、歩行者交通の安全性が向上し
ます。また、荷物を、安全で円滑に配送できるようになります。
⇒安全で快適な中心市街地の形成

荷さばき駐車スペース

駐停車（荷降ろし）
横持ち搬送
(縦持ち搬送)

中心市街地において端末物流対策を実施すべき活動

集配送
荷受け

戻り

道路
（車道）

道路
（歩道、車道）

施設
(建物内)

路上
路外（建物内、外）

端末物流

 

生産地
（工場等）

広域拠点
（物流センター等）

都市内拠点
（配送センター等）

物の流れとは、

商店
事務所等

本手引きの対象

端末物流

「端末物流対策の手引き ～まちづくりと一体となった物流対策の推進～ 」（概要版） 資料２
（「詳細版」については東京都市圏交通計画協議会ＨＰにて公表しています）
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■包括的な端末物流対策により、路上荷さ
ばき車両が大きく減少（吉祥寺駅の例）
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「東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて『基本方針』（案）」の          

パブリックコメントの結果について（概要版） 
 
 
 平成２７年８月１９日に、『東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて 「基本方針」（案）』（以

下「基本方針」（案）という）に関する意見募集を行った結果、下記のとおり、ご意見をいただき

ました。 
いただいたご意見は、『東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて』のとりまとめの参考にさせ

ていただきました。 
 
１．実施期間等 

（１）募集期間 

平成２７年８月１９日（水）～９月１９日（土） 
（２）告知方法 

記者発表、東京都市圏交通計画協議会ホームページ、新聞広告に掲載 
（３）意見提出方法 

ホームページからの意見提出フォーム、電子メール、FAX、郵送 
 
 
２．ご意見の提出件数 

14 件（意見提出フォーム、電子メール） 
 

意見提出にあたっての立場 件数 

１．企業として 運送業、倉庫業、郵便業 4 
製造業 1 
卸売業、小売業 1 
不動産業 2 
その他 4 

２．その他 2 
合計 14 

 
※物流施設の立地や建替･更新、物流ネットワークの形成、荷さばき場所の確保、大規模災

害への対応、時刻指定や多頻度小口の輸送への対応など様々なご意見をいただきました。

いただいたご意見の概要とそれに対する考え方については東京都市圏交通計画協議会

ホームページで公表しています。 http://www.tokyo-pt.jp/ 東京ＰＴ   で検索 

資料３ 


